（４）添付書類一覧
    １　常に必要なもの
	Ｎ０
	添　　　付　　　書　　　類
	備　　　　　　　　　考

	 １
 ２
 ３
	 土地登記事項証明書
（規則第１０条第２項１号）
公図の写し
現地案内図（1/1500～1/3000程度）
	全部事項証明書に限る
現地確認の資料


　２　場合により必要とされるもの
	Ｎ０
	添　　　付　　　書　　　類
	必　要　と　さ　れ　る　場　合

	 １
 ２
 ３
 ４
 ５
 ６
 ７

８
	 住民票
 委任状
 真正な権利者であることを証する書面
 （戸籍謄本、遺産分割協議書写、他の相続人   の相続放棄を証する書面、相続分不在存証明書、相続関係説明図、印鑑証明又は同意書等）、（遺言執行人の場合、遺言書写し（公正証書、家裁の検認）で可能）
法人の定款・寄附行為の写し
（規則第１０条第２項第２号）
 農地所有適格法人の適格要件が備わっていることを証する書面（法人登記簿謄本）
 組合員名簿、株主名簿又は社員名簿の写し
（規則第１０条第２項第３号）

 承認会社の証明書及び株主名簿
 (規則第１０条第２項第４号)
 取締役会議事録、契約書の写し
（規則第１０条第２項第５号）
農地利用集積円滑化事業規程
（規則第１６条第２項第２号）
 農業経営受託規程

 営農計画書
	 土地登記事項証明書の記載と譲渡人の現住所が異なる場合

 代理申請の場合
 土地登記事項証明書の記載と譲渡人氏名が異なる場合
 法人による場合（地方公共団体、独立行政法人は除く）

法第３条第３項の規定により同条第１項の許可を受けようとする場合は、法人登記事項証明書又はその法人の代表者が発行する同条第３項第３号に該当する旨の証明書
農地所有適格法人による場合
 農業法人に対する投資の円滑化に関する特別措置法による承認会社が構成員となっている場合
 法第２条第３項第２号チに掲げるものが構成員と
なっている場合
農地利用集積円滑化団体が権利を取得する場合（年度当初のみ）

 農業協同組合が農業経営受託を行う場合

遠隔地、新規、法人の場合等で確認を要する場合


	Ｎ０
	添　　　付　　　書　　　類
	必　要　と　さ　れ　る　場　合

	  ９
１０
１１
１２
１３
１４
１５
１６
１７
１８
１９

２０

２１
	 耕作等証明書
（法第３条第２項第１号）
法３条第３項第１号に規定する条件等が付されている契約書の写し

（規則第１０条第２項第７号）
 作業受委託契約書の写し
 農地等所有者の同意書（民法第６１２条）
 借入地転貸理由書
 単独申請が可能であることを証する書面
（確定判決書、調停調書、競落決定書の写し）
（規則第１０条第２項第９号）
 親権者の同意書及び親権者であることを証する書面 （戸籍謄本）（民法第４条）
一時利用地指定通知書（写し）、指定図面（写し）、一時利用の指定を受けた者の同意書（一時利用地の再指定があった場合は再指定を受けた者の同意書）、事業主体の意見書及び事業主体が換地業務を委託している場合はその委託先の意見書

 換地処分通知書（写し）、指定図面（写し）
 他方申請書(写し）
 早期転売、転貸の理由書

 規則第１９条第２項の要件を満たしていることを証する書面

（規則第１０条第２項第６号）

 景観整備機構の指定書
 （規則第１０条第２項第８号）
	他市町村に農地を保有している場合、土地改良事業実施中の場合
法第３条第３項の適用を受けて同条第１項の許可を受けようとする場合

 作業の一部を委託する場合
 所有権以外の権原により農地を使用収益する者が使用収益権を譲渡・転貸する場合
所有権以外の権原により農地を使用収益する者が使用収益権を譲渡・転貸する場合
 単独申請の場合
 未成年者が申請する場合
 土地改良事業中の一時利用指定中の場合
 換地決定後登記前
 交換等で許可権者が異なる場合
取得後３年３作に満たない期間で農地を転売・転貸を行う場合

乳牛又は肉用牛の飼養の合理化を図るための事業を行う一般社団法人又は一般財団法人による申請の場合

景観整備機構による申請の場合


＊原本と共に原本と相違ない旨を記載した事項証明書（謄本）等の添付をし、原本還付請求があった場合、原則、許可権限庁にて原本還付可能とします。
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